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１．はじめに 

国土交通省では、建設現場の抜本的な生産性向

上を図るため、平成 28 年度から i-Construction と

称して様々な施策が導入されている。 

TS（トータルステーション）においても日進月

歩で進化している。1 人で測量することを想定し

望遠鏡の機能を省いた機種が開発されており、安

価で、しかも、ネジによる整準作業も無くボタン

一つで自動的に整準が完了するため、作業性に優

れている。現場にてフル活用出来れば、さらなる

生産性向上が期待出来る。 

一方で、従来の出来形管理要領では、このよう

な機種を利用する具体的方法が明記されていない

ため、現場では用途が限定されてしまっている。 

舗装工事でも、TS を用いた出来形管理ができな

い範囲が一部残されていたため、その制限を取り

払い改善することが望まれていた。 

従って、平成 29 年度では、その管理の制限をな

くすことや、新技術を採用する手順の要領化に取

り組み、新たな基準類として公表した。 

この論文では、取り組んだ検討結果とその考え

方について報告する。 
 

２．検討のコンセプト 

要領の改善は、精度の高い TS がより安価にな

ってきたこと、生産性を向上させる機能が搭載さ

れたこと等を踏まえ、次を目標にした。 
① より高い精度を持った TS を用い、出来形管理

可能な範囲の制限を取り払うこと。 
② 近年の技術開発で、国土地理院の認定が無く

望遠鏡の機能を省いたような機種でも、一定

の性能を確認することで出来形管理に採用で

きるようにすること。 
 

2.1 適用範囲 

適用する出来形管理要領は以下を対象とする。 
① TS 等光波方式を用いた出来形管理要領（土工

編） 

② TS 等光波方式を用いた出来形管理要領（舗装

工事編） 
 
2.2 従来の要領に適応する機種 

  利用可能な TS は、国土地理院に登録されてい

るか、JSIMA などそれに準ずる検査証明書の提出

により使用可能となっていた。次の表にその機種

一覧を示す。 
 

表-1 従来の要領に適応する機種一覧表 

TS 
要領 

土工編 

（総ての測定） 

舗装工事編 

(基層・表層の標高 
測定を除く測定) 

(基層・表層の 
標高測定) 

使用 
条件 

3 級 TS 3 級 TS、かつ 
鉛直角度 5”読み 

 

測定 
距離 

100m（3 級 TS） 
150m（2 級 TS） 

100m  

主な 
計測器 

  

TS 測定 
不可 

事前 
確認 

書類提出 書類提出  

 
2.3 新要領で加えられた機種 

国土地理院の認定が無い機種も利用可能となっ

ている。従来の舗装工事編では計測不可の基層・

表層を可能とすることにより、総ての出来形計測

が可能となった。新要領では新たに追加した機種

を加え、「TS 等光波方式」と呼ぶ。 
 

表-2 新要領で加えられた機種一覧表 

TS 
要領 

土工編 
（総ての測定） 

舗装工事編 

(基層・表層の標高 
測定を除く測定) 

(基層・表層の 
標高測定) 

使用 
条件 

3 級 TS 相当の
性能 

3 級 TS 相当の性
能 

1 級 TS 

測定 
距離 

精度確認基準
を満たす距離 

精度確認基準を
満たす距離 

100m 

主な 
計測器 

   

事前 
確認 

精度確認試験 精度確認試験 書類提出 



３． 精度の高い TSによる利用範囲の拡大 
従来の TS を用いた出来形管理要領では、国土

地理院の認定や検査証明書の確認だけで出来形管

理用 TS と認められているため、非常に使いやす

く生産性向上に効果のある要領となっていた。 
精度確認試験を行えば認定の有無関係なく導入

出来るといった要領は作成可能であるが、器械固

有の確認試験が必要であるため、同じ機種であっ

ても器械が代わる毎に試験が必要となる。 
このため、先ず従来の TS を用いた出来形管理

要領で制限されている舗装工事編の表層・基層の

標高較差について精度確認試験をしなくても測定

出来るように取り組むことにした。 
具体的な作業として、実際にどのくらいの精度

の TS を必要としているかを検証し、利用条件を

定めた。 
 

3.1 従来の要領の中で TS が測定出来る範囲 

国土地理院での TS の認定は、3 級・2 級・1 級・

特級の４種類がある。この内、施工現場でよく使

われている TS は 3 級、2 級、1 級であるため、こ

れらを比較する。 
 従来の TS を用いた出来形管理要領より、各種

TS が測定出来る項目と規格値を以下の表にまと

めた。 
 

表-3 従来の要領で測定出来るTS一覧表 

国土地理院の認定 TS 1 級 2 級 2 級 3 級 3 級 

水平角の最小目盛り  1″ 10″ 10″ 20″ 20″ 

鉛直角の最小目盛り 1″ 5″ 10″ 5″ 20″ 

高度気泡管(秒/目盛)  20″ 30″ 30″ 40″ 40″ 

舗装工出来形規格値 
（中規模）      

表層の 

標高較差 
－7mm × × × × × 

基層の 

標高較差 
－9mm × × × × × 

上層路盤の 

標高較差 
－25mm ○ ○ × ○ × 

下層路盤の 

標高較差 
±40mm ○ ○ × ○ × 

土工出来形規格値   
   

掘削工の 

基準高 
±50mm ○ ○ ○ ○ ○ 

凡例    ：土工のみ測定出来る出来形管理用 TS 

      ：舗装工・土工で測定出来る出来形管理用 TS 

        （ただし、基層・表層は測定不可） 

 

ただし、鉛直角の規定は国土地理院の認定に必

要ない項目であるが、出来形管理用 TS としての

要件のため、水平角の並びに表示した。 
この一覧表の中で、表層と上層路盤の標高較差

の規格値を比較すると、表層の規格値－７mm は

上層路盤の規格値－25mm の４倍程度であるので、

TS の性能の違いも同等以上あれば測定可能と推

測出来る。 
そこで TS の鉛直角の最小目盛りに注目し、上

層路盤に必要な鉛直角の読み取り最小目盛り 5″読
みの 5 倍の精度がある 1 級の TS であれば、要求

される精度を満足すると考えた。 
従って、最大計測距離 100m とした場合を想定

し、以下の手順で検証することとした。 
① 鉛直角の最小目盛りが 5″読みの TS の鉛直誤

差が、従来のレベルやスケールを用いた出来

形管理の規格値に占める割合を把握する。 
② 鉛直角 5″読み TS の誤差が上層路盤の標高較

差の規格値に占める割合と、鉛直角 1″読み TS
の誤差が表層の標高較差の規格値に占める割

合が同等であることを確認する。 
3.2 鉛直角 5″読みの TSの誤差による影響 

情報化施工や i-Constructionが導入される前の従

来の出来形管理では、直接レベルやスケールによ

り測定するため、規格値は純粋に設計形状に対し

ての施工誤差を管理するための値であった。 
レベルを使用する場合の精度は、4 級水準点測

量を想定しても、1km の往復観測で 20mm 以内、

実際は 100m程度であれば 0～数mmに収まってし

まう。スケールやロッドであれば JIS 規格の誤差

程度が潜在的に存在するが僅かであることがわか

る。 

 

図-1 従来の水準測量 

   （JCMA ガイドブック引用） 

 

それに対し、TS を用いた出来形管理では、最小

目盛りの読み取りから算出される誤差が発生し、

その割合は、器械点から測定点までの距離に比例

して大きくなる。 
TS で測定する水平距離を L、鉛直角の最小目盛

りΔθとすれば、測定する点での鉛直成分の器械



的な誤差ΔH を簡単に計算することが出来る。 

 
図-2 TSの最小目盛りに対する鉛直誤差 

 

鉛直角の最小目盛りが 5″読みの 3 級 TS と 2 級

TS では、実用的な測定距離を L＝100m、Δθ＝5″
とした場合、誤差ΔH≒2.5mm となる。 

下図に規格値に占める割合を示す。 

 
図-3 鉛直角 5″読み TSの器械誤差が  

規格値に占める割合    

 

従って、上図に示すように、誤差が規格値に占

める割合は 1/10 程度であることがわかる。この程

度であれば、実用的に問題が無いと判断出来る。 

 

3.3 鉛直角 1″読みの TS 誤差による影響 

鉛直角の最小目盛り 1″読みの 1 級 TS では、実

用的な測定距離を L＝100m、Δθ＝1″とした場合、

誤差ΔH≒0.5mm となる。 

下図に、誤差が表層の標高較差の規格値に占め

る割合を示す。 

 
図-4  最小目盛りによる器械誤差が 

    規格値にしめる割合の比較図 

 

図に示すとおり、この精度の 1 級 TS であれば、

100m 先の測定であっても誤差が規格値をしめる

割合は 1/10 以下となり、表層の出来形管理が可能

であると判断される。 

3.4 据え付け誤差が規格値にしめる割合 

TS においては、最小目盛りから来る誤差の他に、

据え付け誤差が大きく影響する。国土地理院の認

定に必要な高度気泡管の感度は20″～40″と大き

い。国土地理院の認定条件だけでは誤差が大きく

なることがわかる。 

TS を水平に設置する作業は、台座に取り付けら

れている整準ネジを回し、高度気泡管を頼りに水

平を作る。（整準作業） 

 
図-5 気泡管による整準作業    

 

この気泡管の誤差は、標高較差 7mm という規格

値に対しては大きいため、表層の出来形管理をす

る場合、それを考慮する必要があると考えた。 

それに対し、オートレベルの自動補正装置の基

本的な仕組みは、上部から振り子のように吊り下

げられている「コンペンセータ」と呼ばれる視準

軸自動補正機構が、鉛直を保つと視準軸が水平に

なる仕組みで、コンペンセータの揺れを制御する

ためにオイルやマグネットによるダンパが備えら

れている。 

 
図-6 オートレベルの仕組み 

 
TS の上級機種にも性能の高いコンペンセータ

が備わっており、有効にした場合、最小目盛りと

同等かそれより高い精度で自動調整が行われてい

る。 

 

3.5 要領への記載について 

上記の検討から、要領については次の 2 点の条

件を満たせば、鉛直角 1″読みの TS が使えること

とした。 

① 国土地理院の認定、または公的機関が発行す

る試験証明書を確認すること。 
② コンペンセータを搭載し、測定時にその機能

を有効にすること 
以上により、TS を用いた出来形管理は土工、舗

装工総てのシーンにおいて、書類の確認のみで実

用的な距離である 100m の範囲内で使用すること

が出来るようになった。 

上層路盤の標高較差の規格値 25mm 

 

純粋な形状に対しての施工誤差=6.5mm 

100m の測定距離で、 
鉛直角 5‘’読みの TS による誤差≒2.5mm 

純粋な形状に対しての施工誤差=22.5mm 

100m の測定距離で、 
鉛直角 1‘’読みの TS による誤差≒0.5mm 

表層の標高較差の規格値 7mm 

 

Δθ 

ΔH 

L＝100m 

上層路盤の標高較差の規格値 25mm 

 レベルによる場合の誤差≒0mm 

純粋な形状に対しての施工誤差=25mm 

100m の測定距離で、 
鉛直角 5‘’読みの TS による誤差≒2.5mm 

純粋な形状に対しての施工誤差=22.5mm 



４．精度確認試験による利用機種の拡大 

望遠鏡が搭載されていなくても国土地理院が認

定する TS と同じ機能（測角・測距）をもつ計測

器が開発されている。 
この望遠鏡が搭載されていない TS は、一般の

自動追尾 TS に比べてコストが安くなっている。 
さらに据え付けの手間を大幅に省く工夫がされ、

一人で測量出来ることなど、生産性向上が期待さ

れている。 

なお「TS 等光波方式」は、将来新たに開発され

た技術でも使用出来るものとして命名した。 

 
図-7 望遠鏡が搭載されていない TS 

 
要領化にあたり、望遠鏡の機能を省いた TS に

ついて、カタログに掲載されている性能の確認と

1 級 TS・2 級 TS と性能比較・確認を行った。 
 
4.1 望遠鏡が搭載されていない TSの性能 

公的機関の証明が出ない TS 等光波方式は、メ

ーカーのカタログや仕様書に記載の性能で確認し

た。 
表-4 望遠鏡が搭載されていない TSの仕様例 

（カタログ抜粋） 

 
 

メーカーカタログによると、測角精度は 5″で

あり 2 級 TS 程度の性能が備わっている。コンペ

ンセータについては、液体式 2 軸傾斜センサーが

装備されており、2級TS程度の精度は期待出来る。 
そこで、TS のどの級に相当する性能を有するか

を、精度確認試験の結果をもとに判断することと

した。 

 

4.2 1級 TS・2級 TS との比較 

水平角・鉛直角について、水平位置・標高に置

きかえ、1 級 TS・2 級 TS との差異を比較すること

で検証を行った。結果を、以下の図に示す。 

 

 
  

 
 

図-8 水平位置、標高の差異比較結果 
 
比較結果より、水平位置の差異は 5mm 以内とな

ったが、総ての TS との標高差異は器械点からの

距離が遠くなるほど差異が増大する傾向（100m で

約 15mm）であった。これらより、1 級 TS・2 級

TS 相当の性能を有していないと判断した。 
従って、出来形管理要領中の「精度確認試験実

施手順書（案）」では、3 級 TS との差異の基準値

を設け、3 級 TS が測定可能な範囲において、その

基準値を満足する距離での使用を可能とした。 
 
５．まとめ 

舗装工事においては、1 級 TS を用いることによ

り基層・表層も含め総ての層で標高較差による出

来形管理が行える様になった。同時に、土工、舗

装工においては、望遠鏡が搭載されていない「TS
等光波方式」の使用が新たに認められた。 

また、今回要領には反映まで至らなかったもの

の、2 級 1″読みの TS でも、精度確認試験で測定

可能距離を算定することにより舗装工の表層・基

層の標高較差による出来形管理ができる可能性が

あることも確認できた。 

確認試験の方法や基準値を決めることで、導入

しやすい環境を作ることが出来たと考えている。 
今後、より便利な新技術の出現も期待されると

ころである。 
参考文献 

1) TS等光波方式を用いた出来形管理要領（土工編）, 2017 
2) TS等光波方式を用いた出来形管理要領（舗装工事編）, 

2017 
3) TSを用いた出来形管理要領（土工編）, 2011 
4) TSを用いた出来形管理要領（舗装工事編）, 2011 
5) TS出来形管理ガイドブック平成24年度対応版（日本建

設機械施工協会）, 2011 

B6 
B5 
B4 

B3 
B2 

B1 

 
 

水平位置差異 

標高差異 

10 

－10 

10 －10 

Y 軸(mm) 

X 軸(mm) 
0 5 －5 
－5 

5 

約 15mm 

測点の平面配置 
L7 99.5m 

L6 80m 

約 5mm 

L5 60m 
L4 50m 
L3 40m 
L2 20m 
L1 10m 

B7 99.5m 

器械点 バック点 50m 

－15 

－10 

－5 
0 

5 
10 

Z 軸(mm) 
15 

器械点から 99.5m 


